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東三河地域水循環再生地域協議会設置要綱 

(目的) 

第１ 東三河地域における水環境の総合的な改善に向け、県民・事業者・民間団体・ 

  行政が連携・協働して健全な水循環を再生するため、東三河地域水循環再生地域 

  協議会(以下「協議会」という。)を設置する。 

(協議会の行う協議・活動) 

第２ 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議し、活動を行う。 

（１） 水循環再生の推進に関する事項。 

 （２） 水循環再生地域行動計画の策定及び推進に関する事項。 

 （３） 水循環再生の取組の情報交換や調整に関する事項。 

 （４） その他水環境の総合的な改善に必要な事項。 

(構成) 

第３ 協議会は、別表１に掲げる事業者・県民・民間団体、市町村、国及び県の関係 

  機関で組織する。 

(運営) 

第４ 協議会各構成員の意見を中立的な立場から集約し、協議会の円滑な運営を図る 

  ため、協議会に座長を置く。 

２ 座長は、学識経験者をもって充てる。 

３ 協議会は、座長が招集する。 

４ 座長の任期は２年とし、その再任を妨げない。 

５ 座長が協議会に出席できない場合は、座長が推薦した者がその協議会において座 

 長の代理を務める。 

(行動計画フォローアップチーム) 

第５ 行動計画の進捗状況の点検・把握などを行い、取組の一層の推進を図るため、 

  協議会に行動計画フォローアップチームを設ける。 

２ 行動計画フォローアップチームは、別表２に掲げる者をもって構成するものとし、

チームリーダー及びサブリーダーを置く。 

３ チームリーダーは、環境部水地盤環境課長を、サブリーダーは建設部河川課長を

もって充てる。 

４ 行動計画フォローアップチームの会議は、チームリーダーが招集する。 

(外部関係者の出席) 

第６ 座長は、協議会に際し必要と認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴く 

  ことができる。 

(事務局) 

第７ 事務局は、環境部水地盤環境課及び建設部河川課で構成し、環境部水地盤環境

課が代表する。 
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   附 則 

 この要綱は、平成 19 年１月 26 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 20 年 4 月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 22 年 2 月 8 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 25 年 2 月 7 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 26 年 1 月 29 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
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区　分 所属 役職等

座長 豊橋技術科学大学 准教授　後藤尚弘

新城森林組合 組合長

豊橋農業協同組合 組合長

愛知東農業協同組合 組合長

蒲郡漁業協同組合 組合長

豊川上漁業協同組合 組合長

豊橋商工会議所 専務理事

豊川商工会議所 専務理事

豊川総合用水土地改良区 理事長

穂の国森づくりの会 事務局長

朝倉川育水フォーラム 理事長

豊橋市 市長

豊川市 市長

蒲郡市 市長

新城市 市長

田原市 市長

設楽町 町長

東栄町 町長

豊根村 村長

中部地方環境事務所 総務課長

中部地方整備局豊橋河川事務所 所長

中部地方整備局三河港湾事務所 所長

水資源機構中部支社 事業部長

東三河総局 総局長

東三河総局新城設楽振興事務所 所長

新城設楽農林水産事務所 所長

東三河農林水産事務所 所長

新城設楽建設事務所 所長

東三河建設事務所 所長

三河港務所 所長

農林水産部 部長

建設部 部長

環境部 部長

別表１　　　　　東三河地域水循環再生地域協議会

県

国

市町村

事業者・県民・民間団体
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区　分 所属 役職等

新城森林組合 参事

愛知東農業協同組合 企画課長

蒲郡漁業協同組合 参事

豊橋商工会議所 事務局次長

豊川総合用水土地改良区 事務局長

穂の国森づくりの会 事務局長

朝倉川育水フォーラム 事務局

豊橋市 関係課長

新城市 関係課長

田原市 関係課長

中部地方整備局豊橋河川事務所 調査課長

中部地方整備局三河港湾事務所 企画調整課長

東三河総局 環境保全課長

東三河総局新城設楽振興事務所 環境保全課長

新城設楽農林水産事務所 農政課長

東三河農林水産事務所 農政課長

新城設楽建設事務所 河川整備課長

東三河建設事務所 河川港湾整備課長

三河港務所 建設課長

建設部 河川課長

環境部 水地盤環境課長

県

国

市町村

別表２ 東三河地域水循環再生地域協議会 行動計画フォローアップチーム

事業者・県民・民間団体
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（平成28年11月29日開催）

愛知県環境部の回答

1

　取組点検指標を用いた取組確認結果で「多様な生態系」への取組の進
捗として、庄内川河川水辺の国勢調査のデータが示されているが、魚
類、底生動物ともに確認種数が平成１８年度に比して平成24年度は減少
している。水生生物の多様性が低下している原因を調査するなど、「多
様な生態系」に向けた取り組みを強化する必要がある。さらに、種数だ
けではなく資源量の増減も調査し、水循環再生指標とすべきである。

　平成24年度の確認種数には重要種が含まれていないため、
単純には比較はできませんが「多様な生態系」の達成に向
け、関係機関等との連携や情報共有に努めていきます。
　また、水辺の国勢調査では今回お示しした魚類・底生生物
の他に、植物、鳥類、両生類・爬虫類・哺乳類、陸生昆虫類
等、動植物プランクトンのデータも示されています。

2

　取組点検指標を用いた取組確認結果で「きれいな水」への取組の進捗
として、多くの河川でBODが現行の環境基準を下回っていることを挙げ
ている。しかしながら、現在愛知県が公表している庄内川水系の新川・
五条川、ならびに日光川などの水質基準見直し案によると現状を追従す
るだけの消極的なものになっている。愛知県は自ら率先して努力目標値
である環境基準を引き上げるべきである。

　国の考え方に基づいて、この度の水域類型の見直し後も、
引き続き河川水質等の状況を監視し、必要に応じて見直しを
検討していきます。

（平成28年11月29日開催）

・意見等ありませんでした。

（平成28年11月29日開催）

・意見等ありませんでした。

平成28年度 尾張地域水循環再生地域協議会行動計画フォローアップチーム会議の開催結果

平成28年度 東三河地域水循環再生地域協議会行動計画フォローアップチーム会議の開催結果

平成28年度 西三河地域水循環再生地域協議会行動計画フォローアップチーム会議の開催結果

意　見
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